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１．事業目的 

本研究事業においては、2017年度調査より継続している大規模な追跡調査を継続実

施し、BPSD、QOLおよびADLの3年間の経時変化について検討した。新規発症BPSD

等へのケア効果については、継続調査を実施し、BPSDの改善とグループホームケアに

ついてのさらなる検証を行った。また、新設加算の算定状況等を調査するとともに、

従事者の負担軽減の方策についての検討も行った。  

 

２．事業結果の概要  

（１）ケア効果評価  

認知症グループホームに入居すると、1か月後にはBPSDへの対応策が低減し、3か月

後には既存入居者と同等にまでBPSDが落ち着くこと、そしてQOLが向上することを、

統計学的有意差をもって2017年度調査で示した。2018年度調査と今年度調査では、

BPSDを伴う新規入居者およびBPSD新規発症・再発・悪化の既存入居者を対象に、2年

間の合計87名で、1か月後にはBPSDの重症度・負担度が有意に低減することを、NPI-

NHおよびBPSD＋Qという2つのBPSD尺度で統計学的に示した。  

（２）追跡調査  

今年度調査で 3 年目となる追跡調査から、既存入居者が落ち着いた状態で過ごしてい

ることを示した。しかし、BI を指標とした ADL は年々有意に低下した。ADL をできる

だけ維持できるよう、歩行などの生活機能に焦点を当てたケアに力を入れる必要がある。

BPSD に対してはよいケアが既に行われているが、ADL 低下を認知症の進行とあきらめ

ず、エクササイズ等で活動量を増やすこと、いわゆるフレイル対策の強化が望まれる。

また、抗精神病薬の内服は、2018 年とほぼ同様で 2019 年度は 20.6%が内服していた。

NPI-NH 重症度が 5 点以下と BPSD が落ち着いた状態でも内服例があった。薬剤の服用

総数は平均 6 剤で、ポリファーマシーの状態であった。認知症グループホーム全体で、

抗精神病薬の減量・中止や多剤内服の解消に取り組むことが望まれる。  

（３）地域貢献・交流尺度  

2018 年度の研究事業で、事業所の地域貢献尺度と入居者の地域交流尺度を開発した。

2019 年度は 2018 年度とほぼ同等の貢献・交流状況であった。この指標の有効利用が望

まれる。 

（４） 新設加算の取得状況と従事者の負担軽減  

2018 年度新設加算の取得状況、今後加算が望まれる項目について調査し、さらなるサ

ービス向上のための効果・課題について把握した。次期改定の基礎資料として有効利用

が望まれる。また、従事者の負担軽減に効果の高い取組・工夫についても「生産性ガイ

ドライン」の使用状況と併せて調査した。ガイドラインは十分に活用されていない状況

が明らかとなった。国と歩調を合わせながら普及活動を推進していく必要がある。  


